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平成 24 年（2012 年）12 月 21 日

H E A D L I N E S

政治
最大野党「法と正義」，トゥスク政権に対する不信任決議案提出を予告

大統領府補佐官，ユーロ導入時期は２０１６年１月と発言

国家安全保障会議開催

トゥスク首相が欧州理事会に出席

シコルスキ外相がアルメニアを訪問

民主主義に関するワルシャワ対話

シコルスキ外相がアフガニスタンを訪問

シコルスキ外相がロシアを訪問

政府，ミサイル防衛に関する予算措置等について協議

シェモニャク国防相，上院において軍指揮組織改革案を報告

クロアチアのＥＵ加盟条約の批准
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経済
１１月のインフレ率は２．８％まで減少

労働相が労働法の改正案を提示

トゥスク首相，「ユーロ参加のための国民投票は不要」と発言

仏・ポーランドが共通農業政策予算の拡充を要望

経済危機でも直接投資及び新規雇用が伸長

日本はポーランドへの投資に関心有り

ポーランド，チェコ，スロバキア，ハンガリーの電力市場が２０１３年に統合

上院の修正によりグミナはより柔軟に家庭のゴミ税を設定可能

欧州委員会がポーランド航空社への公的支援を審査

リンゴジュースの２０１２年生産が増加

ＩＭＦがポーランドのクレジット・ライン更新希望を歓迎

平均賃金は増加せず

投資家は経済特別区制度を高く評価

ワルシャワ工科大学がアレバ社と協力

フィアット自動車ポーランド社による集団解雇に関する労使協議の動向

カレンバ農相，欧州委員会提案のタバコ指令に反対

１１月の鉱工業生産は前年同月比０．８％減

鉄道近代化のための大型契約が２件署名される

タウロン社とＰＧＮｉＧ社が合弁でＣＨＰプラントを建設することに基本合意

ＥＤＦ社がＲｙｂｎｉｋでの火力発電所建設を停止

大使館からのお知らせ
年末年始の「ポーランド政治・経済・社会情勢」休刊のお知らせ

広報文化センター館内利用道具の貸し出しについて

ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）について                                                          

東日本大震災義捐金受付について

文化行事・大使館関連行事

在ポーランド日本国大使館

ul.Szwolezerow 8， 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm
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政  治

内   政

最大野党「法と正義」，トゥスク政権に対する不信任

決議案提出を予告【１３日】

１３日，最大野党「法と正義」（ＰｉＳ）は，トゥスク政

権に対する不信任決議案を年明けにも下院に提出

すると予告。同党は，トゥスク政権は保健制度の混

乱，失業率の増大などの危機に対応できていないと

して，不信任決議はできる限り早いタイミングで実施

するべきと主張した。

大統領府補佐官，ユーロ導入時期は２０１６年１月と

発言【１５日】

１５日，クジニアル大統領府補佐官は，ポーランド

の民間ラジオ番組において，コモロフスキ大統領は，

ポーランドのユーロ導入に積極的であり，現実的な

導入時期は２０１６年１月１日であろうと発言した。

国家安全保障会議開催【１９日】

１９日，コモロフスキ大統領は，国家安全保障会議

を召集。スモレンスク事故調査が議題となり，トゥスク

首相，両議院議長，各閣僚，各党党首の他，セレメト

検察総長が出席した。コジェイ大統領府安全保障局

長官は，同事故は外部からの操作によって引き起こ

された理由はなかったと発表した。カチンスキＰｉＳ党

首は，同会議を欠席した。

外    交

トゥスク首相が欧州理事会に出席【１３～１４日】

１３～１４日， トゥスク首相は欧州理事会に出席し，

ＥＵの銀行同盟等について協議した。

シコルスキ外相がアルメニアを訪問【１４日】

１４日，シコルスキ外相は，ビルト・スウェーデン外

相及びムラデノフ・ブルガリア外相と共にアルメニア

を訪問。アルメニアとＥＵとの連合協定，査証自由化

交渉等について協議した。

民主主義に関するワルシャワ対話【１４～１５日】

１４～１５日，ワルシャワにおいて，外務省他主催

による「民主主義に関するワルシャワ対話」が開催さ

れ，４０か国から１７６名が参加した。「革命から変革

へ」，「変革期の正義」，「市民社会の新たな意義」，

「民主化への人々の誘導」の４つのテーマで議論が

行われた。

シコルスキ外相がアフガニスタンを訪問【１５日】

１５日，シコルスキ外相は，アフガニスタンに駐留

するポーランド軍派遣部隊を訪問し，カルザイ大統

領，ラス－ル外相及びアレンＩＳＡＦ司令官と会談。ポ

ーランドは，アフガニスタンから撤退後，アフガニスタ

ンの公務員の訓練に取り組むことを表明。また，政

治，経済，科学及び文化の分野における両国間協

力に関する枠組み協定が署名された。

シコルスキ外相がロシアを訪問【１７日】

１７日，シコルスキ外相はロシアを訪問。ラヴロフ

外相と墜落した政府専用機機体の返還問題等につ

いて協議。

政府，ミサイル防衛に関する予算措置等について協

議【１８日】

１８日，政府は閣議においてポーランド独自のミサ

イル防衛に関する予算措置及びコソボＫＦＯＲミッシ

ョン派遣延長案の大統領上申等について協議，了承

した。導入するミサイル防衛システムは機動展開可

能なものとなる予定で，２０２３年の運用開始を目指

す。

シェモニャク国防相，上院において軍指揮組織改革

案を報告【１８日】

１８日，シェモニャク国防相は上院国防委員会におい

て，軍指揮組織改革について報告。同案により陸海

空軍等各軍種を一元的に指揮する司令部が組織さ

れる予定で，体制の移行は２０１４年１月を目途とし

ている。

クロアチアのＥＵ加盟条約の批准【１９日】

１９日，コモロフスキ大統領はクロアチアのＥＵ加

盟条約を批准した。

経    済

１１月のインフレ率は２．８％まで減少【１３日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，１１月のインフレ率

（ＣＰＩ）は，前年同月比で１０月の３．４％よりさらに低

い２．８％となり，中央銀行のインフレ目標である同２．

５％に近づいた。前月比では０．１％の上昇。財務省

は１２月のインフレ率は２．５％の目標を達成できる

と予想している。

労働相が労働法の改正案を提示【１３日】

１３日，カミシュ労働相は，より多くの雇用を維持す
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るべく労働法の改正案を提示。フレックス労働時間

の導入及び現行４か月までとなっている労働時間調

整期間の１２か月までの拡大を予定している。

トゥスク首相，「ユーロ参加のための国民投票は不

要」と発言【１４日】

１４日，欧州サミットの閉幕後，トゥスク首相は記者

団に対し，ポーランドがＥＵに加盟する際に単一通貨

同盟を受け入れる意志を表明したため，ユーロ参加

に関し，改めて国民投票を実施する必要はないと述

べた。同首相は，国民及び政治・経済関係者がこの

事実を受け入れることが重要であるとしつつ，同時

に実際のユーロ参加の判断には数年を要し，参加

のための政治的コンセンサスは来年から開始されな

ければならないとした。さらに同首相は，ユーロ参加

は憲法改正を伴うか否かについて憲法裁判所及び

弁護士と協議する必要があるとし，たとえば中央銀

行とＥＣＢとの間での管轄を巡り憲法改正が必要に

なるかなどがあるとした。これに対し，ロストフスキ財

務相は，「ポーランドがユーロに参加する時期につい

ては，参加の期限を守れることが確信できる時に表

明する。首相は数か月以内にユーロに参加するとは

述べておらず，いっそう統合されたユーロ圏及びロシ

アなどの東方の国との間のグレー・ゾーンに陥らな

いようにするためにいかなる措置をとるかを数か月

以内に検討すると述べただけである」と述べた。

仏・ポーランドが共通農業政策予算の拡充を要望【１

４日】

１４日，記者会見において，ステェファン・ル・フォ

ール仏農業相とカレンバ農業相は，フランスとポーラ

ンドは２０１４～２０２０年の共通農業政策（ＣＡＰ）を

含む，ＥＵ資金の拡大を支援するとの声明を発表し

た。両相は，「ＣＡＰの第１，第２の柱である直接支払

い及び農村振興は国にとって重要である。ファン＝

ロンパイ欧州理事会事務局長案は，ＣＡＰ予算を２５

０億ユーロ削減するもので受け入れることはできな

い」と述べた。ポーランドは，第１の柱の直接支払い

で先に提案のあった欧州委員会の予算案に比べ５．

６％削減され，第２の柱の農村振興では他国と同様

に１９％の予算が削減される。また，カレンバ農相は，

両国は，２０１３年２月に開催される仏・独・ポーラン

ドによるワイマール・トライアングル会合の前に，農

業問題について検討を進めたいと述べている。

経済危機でも直接投資及び新規雇用が伸長【１７

日】

投資件数が落ちているにもかかわらず，新規雇用

数が伸びており，ポーランドは経済危機の中でも恩

恵を受けている。ポーランドは２０１２年第３四半期ま

でに，欧州における海外直接投資件数第４位となっ

ている。欧州における投資件数は前年同期比で下

落しているが，ポーランドでは１１件しか減少しておら

ず，またその結果として創出された新規雇用者数で

はポーランドは第２位となっている。

日本はポーランドへの投資に関心有り【１７日】

ＫＰＭＧ社の報告書によれば，日本の投資家はポ

ーランドの投資環境を評価している。同社によれば，

日本の投資家が技術労働者及び政治・経済の安定

を歓迎しており，ポーランドは自らをより積極的に宣

伝すべきと指摘している。同報告書では２０００年か

ら２０１０年の間に日本からの投資は１０倍以上に拡

大し，１６億米ドルに達しているとしている。特に，２０

０５年から２０１０年の間で西欧における日系資本が

参加している企業数が減少乃至変化なしであったに

もかかわらず，ポーランドでは４８％拡大したと指摘

している。

ポーランド，チェコ，スロバキア，ハンガリーの電力

市場が２０１３年に統合【１７日】

ポーランド電力取引所（ＴＧＥ）のＬａｚｏｒ社長は，２

０１３年初頭にチェコ，ハンガリー及びスロバキアと

市場結合による共通電力市場の形成に合意・署名

することを期待している。また，これらの国々との共

通電力市場の形成後には，ドイツ等西欧諸国との結

合をも望んでいる。２０１０年末に，ＴＧＥはノルド・プ

ール・スポット電力取引市場と結合しており，取引所

参加者は，ポーランド・スウェーデン間の国際送電線

の送電能力を活用できる。

上院の修正によりグミナはより柔軟に家庭のゴミ税

を設定可能【１７日】

上院の修正により，グミナ（市町村）はより柔軟に

ゴミ税を設定することが可能となった。１７日，イノヴ

ロフワフ市は新たに各家庭に課すゴミ税に関し，柔

軟な方式を採用した。１人世帯には１３ズロチ，２人

以上の世帯には２６ズロチとなるが，同方式は一人

あたりの固定費用と世帯あたりの課金を組み合わせ

た仕組みとなっている。先週，上院は，地方政府が

各世帯にゴミ処理のための課金を設定するにあたり，

世帯の人数に応じた料金，水使用量乃至マンション

の広さに応じた料金，世帯ごとの固定料金のいずれ

かを選択乃至組み合わせて設定できるとした。なお，

グミナが料金を設定する期限は２０１３年１月まで延

期される。

欧州委員会がポーランド航空社への公的支援を審

査【１８日】

欧州委員会は，ポーランド航空（ＬＯＴ）社に対する

１０億ズロチの公的支援の許可を求めるポーランド

政府からの申請を受理した。競争政策総局は，審査
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期間に関して言及しなかったものの，現在書類審査

中であるとしている。通常，このような支援がＥＵ競

争法に抵触するかどうかの審査期間は約２か月を要

する。同社役員会はピルグＣＥＯを解任し，新たなＣ

ＥＯの人選を開始しており，国有財産省は，現役員

でＰＫＰカーゴＣＥＯである，ボイチェク・バルツゥン氏

を候補者としている。

リンゴジュースの２０１２年生産が増加【１８日】

今年のリンゴは豊作であり，ポーランドは米国を抜

いて中国に次ぐ世界第２位のリンゴジュース生産国

となった。リンゴジュース生産連盟によると，今年は３

０万トンの生産が可能であり，このうち２５万トンは輸

出され，輸出額は３５０百万ユーロになる。ポーランド

のジュース輸出の９５％はドイツ向けである。

ＩＭＦがポーランドのクレジット・ライン更新希望を歓

迎【１８日】

ＩＭＦのリプトン筆頭マネージング・ダィレクターは，

ポーランドは２０１３年１月に緊急時に３００億米ドル

を融資することを保証するクジット・ラインが有効期

限切れとなった後も第二クジット・ラインを締結するこ

とに関心を有していると述べ，これを歓迎した。ＩＭＦ

は声明のなかで，ポーランド経済が２０１３年に減速

することが見込まれる一方，外部から「相当規模の

（ｓｉｇｎｉｆｉｃａｎｔ）」融資を必要としていると説明しており，

新たなＩＭＦクレジット・ラインの締結は投資家の懸念

を緩和させ，また外部からの影響に対する備えにな

るとしている。リプトン筆頭マネージング・ダィレクター

は，「このため，ポーランドの要望が２０１３年の早期

にＩＭＦ役員会の承認を受けられるよう早急に動くつ

もりである」と述べている。

平均賃金は増加せず【１８日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，１１月の平均賃金

は，前年同月比２．７％増，前月比１．７％増となる３，

７８０．６４ズロチであった。同月のインフレ率は前年

同月比２．８％増であったため，引き続き賃金上昇率

はインフレ率より低い数値となっている。専門家の予

想は，前年同月比２．８％増，前月比１．６％減であ

った。１１月の雇用者数は５，４９７，４００人で，前年

同月より０．３％，前月より０．２％減少している。

投資家は経済特別区制度を高く評価【１８日】

ＫＰＭＧ社の報告によれば，経済特別区（ＳＥＺ）進

出企業のうち，７８％がＳＥＺの機能を高く評価してお

り，今後３年以内に６０％の企業が新たな事業を行う

ことを検討している。ＳＥＺへの投資に懐疑的な企業

の割合は，２０１１年の７％から４％に減少した。本年，

スタラホヴィツェＳＥＺ及びヴァルミンスコ－マズルス

キエＳＥＺが最も高く評価され，９割以上が満足であ

る旨回答している。２０１２年のＳＥＺへの投資は７３

億ズロチに達し，過去３年間で最高となっている。Ｓ

ＥＺでの労働者数は３％上昇して２４万９千人となっ

た。最も伸びたのはクラコフＳＥＺで，３３４％の上昇

となった。ＫＰＭＧ社の調査では，ポーランドのＳＥＺ

制度は中東欧地域において，より有利な，長期の税

の還付措置や規則の透明性の観点から，最も競争

力のある制度とされた。ＳＥＺは２０２０年が期限とな

っているが，専門家は期限が延長されれば，ＳＥＺへ

の投資は４００億ズロチ伸びると見ている。

ワルシャワ工科大学がアレバ社と協力【１８日】

ワルシャワ工科大学は，フランス原子力大手のア

レバ社と２００９年に合意した協力関係を拡大し，エ

ネルギー及び原子力分野の将来の専門家の育成を

協力対象に加えることに合意した。アレバ社はこれ

まで同大学のスタッフや学生に研修訪問の機会を提

供するとともに，高度な原子炉模擬実験装置のソフト

ウェアを提供してきた。フランス国有企業のアレバ社

は，ポーランド初の原子力発電所建設の入札に参加

すると見られている。

フィアット自動車ポーランド社による集団解雇に関す

る労使協議の動向【１８～２０日】

１８日，フィアット自動車ポーランド社の経営陣は，

同社８つの労働組合のうち７つの労組と会談した。

経営者側は，当初の１，５００人の解雇者数を５０人

減らして１，４５０人とすること，解雇される１，４５０人

に９～１８か月分の解雇手当を支給すること，５６歳

以上の労働者，片働き世帯や２５歳未満の未就職者

を養育する片親世帯の労働者は保護されること等を

提案した。交渉に参加した７つの労組のうち６つは経

営者側の提案にその場で合意した。労組「連帯」は

第一回交渉の場では合意しなかったが，２０日に開

催された第二回会合で合意した。

カレンバ農相，欧州委員会提案のタバコ指令に反対

【１９日】

１９日，欧州委員会は，タバコのパッケージの７

５％を健康被害啓発に使用し，残り２５％以下をブラ

ンド名等に使用することとするＥＵ指令案を採択した。

カレンバ農相はブリュッセルにおいて，「欧州委員会

によって承認された指令案は，ポーランドにとって不

利益である。ポーランドは，欧州内で最大のタバコ生

産国であると同時に最大の輸出国でもある。タバコ

産業に関わる多くの雇用が危機にさらされる。本指

令により，国内タバコ市場の３０％が縮小する危険

がある。また，タバコ産業は，製造，貿易を含めて多

くの雇用を有している」と述べた。また，その他の影

響として，タバコ販売からくる付加価値税及び消費税

の年間税収が約２００億ズロチ落ち込むことになる。
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指令案が成立するには，加盟国及び欧州議会の承

認が必要となる。

１１月の鉱工業生産は前年同月比０．８％減【１９日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，１１月の鉱工業生

産は１０月の前年同月比４．６％増から大きく低下し，

同０．８％減であった。前月比では４．８％減で，専門

家は前年同月比０．６％増，前月比３．４％減と予想

していた。季節調整後の数値は前年同月比１．９％

減で今年最大の下げ幅となり，前月比でも０．９％減

となっている。１１月も引き続き建設業界の落ち込み

は深刻で，季節調整後の前年同月比の数値は１０．

７％減である。

鉄道近代化のための大型契約が２件署名される【１

９日】

ガゼタ・ヴィボルチャ紙のオンライン版は，２０１３

年には鉄道の近代化が加速する見込みであるとして

いる。１９日にＰＫＰＰＬＫインフラ・オペレーター社は

２つの重要な契約に署名した。一つはワルシャワー

グディニア間でのＥｕｒｏｐｅａｎ Ｒａｉｌ Ｔｒａｆｆｉｃ Ｍａｎａ

ｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ１（ＥＲＴＭＳ）の導入であり，同区

間で鉄道が時速１６０キロの速度で運行するために

必要なものである。もう一つはＲａｉｌ Ｂａｌｔｉｃａ線のＷａ

ｒｓｚａｗａ－Ｔｌｕｓｚｃｚ区間の完成であり，１３億ズロチ

規模の投資となる。ＰＫＰ ＰＬＫはＥＵ基金の支援を

受ける可能性を失わないように作業を加速化させる

必要がある。政府は２０１５年までに鉄道の近代化

のために３００億ズロチが投資されるとしているが，

これまでのところ，鉄道に割り当てられたＥＵ基金の

うち５０％しか使用されていない。

タウロン社とＰＧＮｉＧ社が合弁でＣＨＰプラントを建設

することに基本合意【１９日】

１９日，タウロン社（ポーランド第２位の国有電力

会社）とＰＧＮｉＧ社（ポーランドの国有石油・ガス会社）

は，ワギシャ（Ｌａｋｉｓｚａ）発電所にガス火力熱電併給

プラント（ＣＨＰ）を建設することに基本合意した。建

設事業者の選定に係る入札は２０１３年末に開始さ

れる予定で，２０１７年の稼働開始を予定している。

また，スタロヴァ・ヴォラに出力４５０ＭＷ相当のガス

汽力発電所を建設，２０１５年に稼働を開始する予定。

両プロジェクトは共に１６億ズロチ程度のコストを要

する。

ＥＤＦ社がＲｙｂｎｉｋでの火力発電所建設を停止【１９

日】

ＥＤＦ社は，Ｒｙｂｎｉｋ火力発電所での９００ＭＷ級

の火力発電所の建設を停止した。新たな発電所の

建設には１８億ユーロを要し，２０１３年春の建設開

始，２０１８年の稼働開始が予定されていた。Ｒｏｔｈ同

社欧州担当副社長は，今回の決定の理由として３点

挙げており，１点目は，ポーランドが受け取ることが

できる無償ＣＯ２排出権に関する欧州委員会の決定，

２点目は現在経済省が検討中の再生可能エネルギ

ー法案でバイオマスの混焼に対する支援が減少す

ること，３点目は電力需要が経済危機の影響を受け

て伸び悩んでいることである。なお，３か月以内にこ

れら３つの事情に変化があれば，プロジェクトは再開

されると同副社長は述べている。これまで，ＥＤＦ社

は，１億ユーロ近くを本プロジェクトに投資しており，

道路や鉄道の建設も行われていた。

大使館からのお知らせ

年末年始の「ポーランド政治・経済・社会情勢」休刊のお知らせ

年末年始の大使館休館に伴い，「ポーランド政治・経済・社会情勢」は，１２月２０日～２６日号及び１２月２７

日～１月２日号を休刊します。次回発行は，２０１３年１月１１日で，２０１２年１２月２０日から２０１３年１月９日ま

での記事をお届けする予定です。

広報文化センター館内利用道具の貸し出しについて

在ポーランド日本大使館広報文化センターでは，碁，将棋，どうぶつ将棋（将棋入門用），けん玉，そろばん

等の貸し出し（館内利用に限る）を行っています。ぜひご利用ください。

ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）について

当館ＨＰ上に，「ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）に関する情報を掲載いたし

ました。詳しくは下記ＨＰをご覧下さい。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/documents/haga_pamphlet.pdf

東日本大震災義捐金受付について

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２５年３月３１日（日）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。
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http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm

文化行事・大使館関連行事

〔開催中〕 ATOKATA 篠山紀信写真展【１１月２１日（水）～１月２０日（日）】

カトヴィツェの現代美術ギャラリーBWA 主催にて，篠山紀信氏による東日本大震災の写真展「ATOKATA」が

開催されています。詳細は以下のＨＰをご覧ください。

http://www.bwa.katowice.pl/p/306/kishin_shinoyama_atokatalady__wystawa_fotografii/

問合せ先・開催場所：現代美術ギャラリーBWA（住所：Wojciecha Korfantego 6，Katowice，電話：32 259 90 40，

ホームページ：http://www.bwa.katowice.pl/）

〔開催中〕 「忠臣蔵。４７人の浪人」浮世絵展示【１１月３０日（金）～４月２０日（土）】

クラクフ日本美術技術博物館「マンガ」にて，浮世絵展示「忠臣蔵。４７人の浪人」が開催中です。

問合せ先・開催場所：「マンガ」日本美術技術博物館（住所：ul. Konopnickiej 26，Krakow，電話：12 267 37 53，Ｅ

メール: muzeum@manggha.krakow.pl，ホームページ: http://www.manggha.krakow.pl/）

〔予定〕 第４回クラコヴィア将棋選手権大会【１２月２７日（木）～２９日（土）】

クラクフにて，スポーツ促進団体，日本美術技術博物館「マンガ」及びマウォポルスキエ県チェス協会共催に

よる，将棋選手権大会が開催されます。詳細はこちらです：

http://www.mzszach.krakow.pl/public/res/turnieje/komunikaty/2012cracovia_english.pdf

問合せ先：Ｍａｒｉｕｓｚ Ｓｔａｎａｓｚｅｋ (Ｅメール：stmarius@kr.onet.pl)

開催場所：Ｇａｌａｘｙホテル（住所：Gesia 22a, Krakow, 電話：+48 12 342 81 00，Ｅメール：hotel@galaxyhotel.pl，ホ

ームページ：http://www.galaxyhotel.pl/）

〔予定〕 第６回日本文化講座「日本の住宅建築」 【１月１１日（金）】

当館広報文化センターにて，建築家のクシシュトフ・ストレベイコ博士による伝統的な日本の住宅建築に関す

る講演が開催されます。入場は無料です。座席に限りがありますので，参加ご希望の方は事前にご連絡くださ

い。講演はポーランド語で行われます。

開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： 22 584 73 00 ，E メール：info-cul@emb-japan.pl，

住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa）

この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。

皆様からの情報提供をお待ちしています

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。）

【お問い合わせ・配信登録】

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                            

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。

在ポーランド日本国大使館 newsmail@wr.mofa.go.jp

（ご連絡は電子メールでお願いします。）


